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平成 22 年度宮城県商店街空き店舗実態調査結果について 

 

● 調査概要 

(1) 調査基準日 平成 22 年 6 月 1 日現在 

(2) 調査対象 

・ 県内の商店街振興組合連合会，商工会議所及び商工会が把握している商店会等であ

って，商店会等の区域全体の店舗（原則として組合員等の店に限定せず。）を対象

にしています。ただし，商店会等がない町村については,商工会が把握しているもの

も含んでいます。 

・ 休眠状態の商店会及び大規模小売店舗内のテナントは除いています。 

(3) 調査方法 

商工会連合会（商工会），商工会議所，商店街振興組合連合会を通じて各商店会等

に調査票を配布 

(4) 調査項目  

空き店舗数，空き店舗解消の課題事項，商店街で今後強化していきたい事項等 

 

● 定義 

この調査では，営業店舗，空き店舗，テナント待ち空き店舗は次のように定義しています。 

(1)「営業店舗」 

・ 調査に協力していただいた各商店街等の区域内の，現に営業している小売業，飲食

業，サービス業等の店舗（消費者が商品やサービス等の購入ができる場所） 

例：百貨店，総合スーパー，大型ディスカウント店等の大規模小売店舗，衣料，食品，

日用品，薬店，コンビニ等の小売店舗，飲食店，病院，金融機関，理美容，クリ

ーニング，レンタルショップ，遊技場，塾等のサービス店等 

・ 大規模小売店舗は全体で１店舗と見なしています。 

・ 「小売業，飲食業，サービス業等の店舗」ではない事務所は除いています。 

 (2)「空き店舗」 

・ 従前店舗として利用された建物で，廃業，移転等により現在は空きスペースとなっ

ているもの。利用者が現れるまでの間，暫定的に車庫，物置等として使用している

ものも含めています。 

・ ただし，建物が撤去され，駐車場や空き地，住宅等になった場合は除いています。 

(3)「テナント待ち空き店舗」 

・ 「空き店舗」のうち，テナント待ちの状態で店舗として活用できるものとしていま

す。 

 

留意事項 

１ この調査は，平成10年度からアンケート方式により，各商店会，商工団体の御協力を

得て実施していますが，御協力いただいた商店会は毎年同一ではなく，また，営業店

舗数等に大きな変動がある回答も見受けられることから，あくまで「県内商店街の空

き店舗状況の傾向」として御理解ください。 

２ Ｈ１７年度以降に合併した石巻市，登米市，栗原市，東松島市,大崎市，気仙沼市，南

三陸町は，旧市町村単位で区分しています。 

 



● 調査結果の概要 

   回答商店会等数    平成 22 年度 295［旧市部 147，旧町村部 148］ 

  

                      

１－１ 営業店舗数    

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

県全体　 15,580 15,473 15,015 15,135 15,134 15,404 15,054 15,218 14,756 14,154
市部 9,820 9,734 9,480 9,531 9,675 9,520 9,045 9,149 8,956 8,767
町村部 5,760 5,739 5,535 5,604 5,459 5,884 6,009 6,069 5,800 5,387  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 営業店舗業種内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１－３ 空き店舗数  

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

県全体　 1,883 1,974 2,058 2,182 2,174 2,242 2,365 2,470 2,527 2,509
市部 1,049 1,101 1,138 1,270 1,298 1,289 1,324 1,344 1,310 1,329
町村部 834 873 920 912 876 953 1,041 1,126 1,217 1,180  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－４ 空き店舗率 

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

県平均 10.8% 11.3% 12.1% 12.6% 12.6% 12.7% 13.6% 14.0% 14.6% 15 .1%
市部平均 9.7% 10.2% 10.7% 11.8% 11.9% 11.9% 12.8% 12.8% 12.8% 13 .2%
町村部平均 12.6% 13.2% 14.3% 14.0% 13.8% 13.9% 14.8% 15.6% 17.3% 18 .0%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



● 市部・町村部ともに「経営不振による廃業」「後継者難による廃業」等，廃業を原因とする

ものが多く，特に市部よりも町村部においてその傾向が強く見られる。 

１－５ 上記空き店舗のうち，テナント待ちにある空き店舗数及び率 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H22店舗数

　県平均 7.7% 8.5% 8.7% 8.0% 8.7% 9.4% 9.4% 9.9% 10.2% 1,697店
市部平均 7.0% 7.8% 8.4% 7.8% 8.6% 9.5% 9.5% 9.6% 9.9% 999店
町村部平均 8.8% 9.6% 9.1% 8.3% 8.8% 9.3% 9.4% 10.4% 10.6% 698店  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 空き店舗発生原因 

経営不振
(廃業)

後継者難
(廃業)

転業
(廃業)

その他
(廃業)

経営不振
(移転)

経営拡大
(移転)

その他
(移転)

その他
不明

全体 1,036 479 58 272 122 45 90 407
比率 41% 19% 2% 11% 5% 2% 4% 16%

市部 496 171 26 174 111 14 45 292
比率 37% 13% 2% 13% 8% 1% 3% 22%

町村部 540 308 32 98 11 31 45 115
比率 46% 26% 3% 8% 1% 3% 4% 10%

廃業 移転

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ １年間のうち新たに発生した空き店舗      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ １年間のうち減少した空き店舗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



● 平成 21 年度調査以降の１年間で，新たに空き店舗となった店舗の元の業種としては，「飲

食業」「その他小売店」（衣料品，医薬品，酒・たばこ，コンビニ等）の順に割合が大き

い。 

● 平成 21 年度調査以降，空き店舗が減少した原因としては，新規出店によるもの 71％（飲

食業 29％，食料品小売店 12％，その他小売店 12％他），その他 29％（商店街で活用 4％，

駐車場化・空き地化 10％他）の順であった。 

● 平成 21 年度調査以降の１年間で「商店街で活用」したことによって空き店舗が減少した

との回答は全体の 4％，７件であり，前年調査より４件の増加となった。 

● 営業店舗数の業種内訳（１－２「営業店舗業種内訳」参照）と比較すると，営業店舗では

  「飲食業」と「その他小売店」の割合がほぼ等しいのに対し，新たに増減した空き店舗の

業種では「飲食業」の割合が顕著である。 

※ なお，個々の回答に誤差が見られる場合があることから，「平成 21 年度調査の空き店舗数＋１年

間のうち新たに発生した空き店舗－１年間のうち減少した空き店舗」と平成 22 年度調査の空き店

舗数は一致しない。 

● 「出店希望者不足」が 116 で最も多く，「施設の老朽化」「立地条件の悪化」が続く。 

 

 

５ 空き店舗解消の課題事項（最大２つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 商店街で今後強化したい事項 

 

● 「各個店の運営強化」が最も多く，続いて「共同の特売・イベント等の開催」「魅力的な

店舗の誘致」となっている。 



７ 実施している商店街活性化対策の内容等（自由記入欄） 

 抜粋 

  ●似顔絵（店主）を活用し、親しみのもてる商店街づくりや情報発信の強化を図ろうと

している。 

●商店街に花をということで，吊り花を街路灯に設置している。また，歩道にプランタ

ーを設置している。 

●ＰＴＡ，町内会との夏まつり，中元売出し，年末売出しのイベントを実施したり，町

・学校等へのボランティア活動を通したりして，商工会が力をそそいでいる事を住民

に知ってもらう。 

●空き店舗を活用した商店街活性化事業として，産直新鮮野菜販売の開催とふれあいサ

ロンを実施している。 

●学校の文化祭当日に共催でイベントを実施，学生と一緒になって企画を行っている。 

●ＱＲコードを利用して，個店情報のメール配信を実施している。 

●防災マップを作成して各家庭に配布している。 

●地権者及び地域住民の高齢化が進み，店舗の駐車場不足もあり商売を継続していくう

えで，大変死活問題になっている。 

●単独商店会ベースでは，収益に結びつく事業を行うことは困難である。地域の観光協

会や自治体ベースのより広域の事業やイベントに協賛参加することは可能であるが，

人員的には困難が増している。 

 

本調査についての問合せ先 

宮城県経済商工観光部商工経営支援課 商業振興班 

〒９８０－８５７０ 

宮城県仙台市本町３－８－１ 県庁１４階 

e-mail syokeisisin@pref.miyagi.jp 

電話 ０２２－２１１－２７４６ ＦＡＸ ０２２－２１１－２７４９ 


